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1 . はじめに 1 

本研究は 、 国の科学技術基本計画の 達成状況を把握するための 調査の中で、 政府研究開発投資について 分析し 

たものであ る。 国の科学技術基本計画においては、 政府研究開発投資総額として、 第 1 期科学技術基本計画期間 

( 平成 8 ～ 12 年度、 以下「 1 期 」という ) で 17 兆円、 第 2 期科学技術基本計画期間 ( 平成 13 年度～、 以下「 2 

期」という ) で 24 兆 W の規模が必要であ るとされ、 また、 基礎研究の推進、 研究開発の重点化 ( 重点分野 ) への 

資源配分、 国際化の推進、 競争的資金の 拡充等、 重要政策が述べられている。 予算分析においては、 これらの政 

策に対してどのような 予算配分がなされてきたかを 明らかにする 必要があ る。 

ここで、 政府研究開発投資については、 国の「科学技術関係経費」 2 の予算を分析対象とした。 この経費は 、 定 

義 が明確であ り操作性が高いこと、 1 期及び 2 期の科学技術基本計画には 研究開発だけでなく 各種の施策が 盛り 

込まれていること 等を考慮し、 政府研究開発投資の 実態を表すものとして 妥当であ る。 

分析の範囲は、 1 期及び 2 期に加え、 基本計画策定以双との 比較をするため、 基本計画以双の 5 年間 ( 平成 3 

～ 7 年度、 以下「プレ 1 期」という ) とした。 

分析内容は、 科学技術関係経費の 予算推移と内訳、 研究費の性格別 ( 基礎・応用・ 開発研究 ) の分析、 研究費 

の分野別分類による 重点分野 ( ライフサイェンス、 情報通信、 環境、 ナノ材料等 ) の分析、 科学技術基本計画の 

主要な政策項目の 予算面からの 分析を実施した。 科学技術関係経費において、 研究費の性格別分類と 分野別分類 

に関しては、 これまで大学分も 含めた研究予算を 分類した例はな い ため、 今回新たな分類方法を 提案した。 

本報告は 、 主に、 全体予算、 研究費の性格別分類、 研究費の分野別分類、 競争的資金を 取り上げ、 主な予算分 

析結果について 述べる。 なお、 本研究は、 文部科学省の 科学技術振興調整 費 事業の一環で 実施したものであ る 1),2) 。 

2. 科学技術墓木計画期間中の 科学技術関係経費 

国の科学技術関係 経創 当初予算と補正予算の 合計 ) は、 プレ 1 期では 12.6 兆円、 1 期では 17.6 兆円で、 目標額 

17 兆 W に達した。 2 期の平成 13 年度から平成仏年度当初予算までは 15.1 兆円であ る。 それぞれの計画期 剛 +J 

における年度平均は、 2.5 兆円 / や ; 、 3,5 兆円Ⅰ 

図 「 科学技術関係経費の 推移 年 、 3.8 兆円Ⅰ 年 - と 増えてきている。 

プし l 期   2 期 
兆円 l2.G 兆円 12.5 兆円 / 年 1 l76 兆円は 5 兆円 / 年 )     l5i 兆円 (38 兆円 / 年 ) 1 期の科学技術関係経費の 伸び率は、 政府 チ 

算 (--- 般歳出当初予算 ) が 2.7% の伸び率で 厳   しい水準にあ る中、 5.6% 。 の伸びを ボし 、 2.9 ポ 

  
( 当初 ) 

' 本稿の見解は 筆者らの見解であ り、 科学技術政策研究所の 見解ではない。 
' 科学技術関係経費とは、 国の予 劉 特別会計分を 含む ) のうち、 大学における 研究に必要な 経費   国立試験研究機関等に 必要な経費、 研究開 

発 に関する補助金、 交付金文 ぴ 委託費その他研究開発に 関する行政に 必要な経費等、 科学技術の振興に 寄与する経費をい       
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イント高い。 2 期においても、 政府予算が -0 ・ 3% の伸びに低下する 中、 科学技術関係経費の 伸びも鈍化したが、 8.1% 

の伸びを示し、 3.4 ポイント高い。 GDP は、 プレ 1 期、 1 期、 2 期と年々伸びが 低下し、 政府予算も伸びが 減少 

する中、 科学技術関係経費の 伸 びは 鈍化しつつも、 プラスの伸びを 確保している。 

ここで、 政府予算の 般 歳 Ⅲ当初予算 ) の推移を基準とすることで、 科学技術関係経費の 予算が基準よりどの 種 

度 上回っているかを 推計した。 具体的には、 政府予算全体の 動きに連動する 形で科学技術関係経費の 伸びが推移 

した場合を試算して、 実績 額 との差額をみた。 1 期において、 科学技術関係経費が 政府予算一般歳出と 連動した 

伸びで推移した 場合の推計は 15.8 兆円となり   図 2  一般歳出 ( 当初予算 ) の伸びで推計した 第 「 期 科学技術 

実際に政府が 1 期に投入した 科学技術関係 経 基本計画中の 科学技術関係経費の 比較 

費 Ⅰ 7.6 兆円との差額は 1.8 兆円となる。 つ ま @ 

科学技術基本計画によって、 政府予算全体で 推 

訂 した 他 よりは 1.8 兆円の後押しする 効果があ 

っ たといえる。 曲 

注 当初予算の推計値 + 補正予算の実技値の 合計 

3. 研究費の分類方法 

本研究では、 科学技術関係経費のうち、 使途 別 分類 ( 研究費、 人件費、 施設費、 その他 ) において「研究費」 

として分類された 予算に、 独立行政法人の 研究費相当分 ( 推計 ) と国立大学等の 研究費相当分であ る教育研究基 

盤 校費 のうち科学技術関係経費登録分を 加えた経費にれらの 経費をここでは「研究関係経費」と 称する ) を対象に 、 

研究費の性格別分類や、 研究費の分野別分類を 行った。 その際、 複数の分類にまたがる 場合は、 それを許容 し 、 

予算は均等割りで 算出した。 具体的な分類方法は 次の通りであ る。 

(m) 研究費の性格別分類方法 

事項別の予算データからわかる 一般の研究課題の 分類については、 文部科学者等の 分類定義に基づき 分類 す 

る 。 分類が困難な 場合は、 研究課題の内容や 具体的な研究題名からキーワードで 分類する。 大学等の分類は 、 

総務省統計「科学技術研究調査報告」における 性格別内部使用研究費の 分類において 基礎・応用・ 開発の分類 

がなされているため、 この構成比を 利用するが、 国立大学の競争的資金分は 別途分類するため、 これを除外し 

た 新たな基礎・ 応用・開発の 構成比を推計した。 国立試験研究機関・ 独立行政法人分及び 特殊法人の H3 ～ 12 

年度分の分類は、 総務省統計「科学技術研究調査報告」における 性格別内部使用研究費の 分類において 基礎・ 

応用・開発の 分類がなされているため、 この構成比を 適用した。 

(2) 研究費の分野別分類方法 

平成 13 年度以降については、 文部科学 省 「平成 15 年度における 科学技術関係経費」 ( 平成 15 年 5 月 ) 及び 

各年度版をもとに 集計することを 墓木とした。 ただし、 独立行政法人については、 運営費交付金のうち 研究費 

相当分の割合を 前身国立試験研究機関の 予算使途 別 割合をもとに 算出し、 分野別割合は 文部科学 省 科学技術・ 

学術政策局が 各省庁に照会した 分野別割合数値を 用いた。 国立大学等については、 全国の国立大学等の 分野別 

教官数を算出し、 1 人当たり積算単価を 活用しながら 分野別割合を 算出した。 

平成 3 ～ 12 年度については、 上記のほか国会提出予算書 ( 一般会計、 特別会計 ) と 各特殊法人の 予算書を用 

いて研究費を 算出し、 別途研究課題 別 予算データから 算出した分野別予算割合を 乗じて算出した。 

(3) 競争的資金の 性格別・分野別の 分類方法 

競争的資金の 性格別・分野別の 分類方法については、 制度ごとに、 制度概要、 募集要項の記載内容からどの 

ような研究を 公募しているかの 判断により分類した。 分類が複数該当する 場合は、 それを按分した。 

分野別の分類にあ たり、 科学研究費補助金と 科学技術振興調整 費は ついては、 研究課題名や 領域 名 をもとに 分 

野の割合を設定した。 その他の競争的資金については、 各制度担当課に 照会した制度ごとの 分野別比率 ( 平成 

1 2 年度 ) を過去に遡って 適用した。 

4 、 研究費の性格別分類 

  期 計画では、 「研究開発推進の 基本的方向」として、 「基礎研究を 積極的に振興する」とされ、 2 期計画では、 
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「科学技術の 戦略的重点化」 として、 「基礎研究を 推進する」と 述べられている。 基本計画において「基礎研究」 

に関する具体的な 対象経費は必ずしも 明確でむいため、 本研究では研究関係経費を 対象に、 研究費の性格別 ( ① 

基礎研究、 ②応用研究、 ③開発研究、 ④試験調査等 ) の分類を行い、 予算の推移をみた。 

全体的には科学技術関係経費において 基礎研究の割合は 高まる傾向にあ る。 具体的には、 プレ 1 期の 5 か 年で 

33.8% だった基礎研究の 割合 図 3 科学技術関係経費における 研究関係経費の 性格別研究費の 推移 

は 、 1 期になってから 37.1% 

へと上昇した。 さらに、 2 期に 

入ると、 38.2% 。 に上昇している。 研究関係 経寅               

一方、 応用研究の割合は 各 期を プレⅠ チ て月 6 ョ kl,382 億円 33.8% 

通じてあ まり変化していない。 
( 平成 3@7 年度 ) 

開発研究の割合はプレ 1 期 か 
・Ⅰ 

Ⅰ 其ア 8 兆 8.09l 億円 37l% 

5 1 期にかけてやや 減少した ( 平成 8-l2 年度 ) 

が 、 2 期に入って再度増加して 
@@ サ 

Ⅰ 2 期 5 兆 7,730 億円 382% 

いる。 ( 平成 l3-l5 年度 ) 

            
5. 研究費の分野別分類 

2 期計画では、 「国家的・社会的課題に 対応した研究開発の 重点化」を図ることとし、 知的資産の増大、 経済的 

効果、 社会的効果について 特に寄与の大きいものを 評価し、 ライフサイェンス、 情報通信、 環境、 ナノテク・ 材 

料 04 分野に特に重点を 置き ( 重点 4 分野 ) 、 優先的に研究開発資源を 配分するとしている。 また、 これ以外の 4 分 

野、 すなわちエネルギー、 製造技術、 社会基盤、 フロンティアについても、 国の存立にとって 基盤的であ り、 国 

として取り組むことが 不可欠な領域を 重視して研究開発を 推進するとしている。 そこで、 研究関係経費対象に 研 

究分野の分類を 行い、 予算の推移をみた。 

重点 4 分野の比率は、 プレ 1 

期中には 29.1% 。 であ ったが、 

1 期期間中に 37.6% まで上昇 

した。 さらに、 重点 4 分野が調 

われている 2 期に入ると、 その 

比率が 41.9% とさらにその 割 

合を高めている。 1 期から 2 期 

へかけての増加は、 重点 4 分野 

に 加え、 製造技術、 社会基盤が 

あ る。 逆に 1 期から 2 期へかけ 

ての減少は、 エネルギーとフロ 

ンティアであ る。 

図 4 科学技術関係経費における 研究関係経費の 研究分野別割合の 推移 

  

  

                                            Ⅰ   

    40 Ⅹ 60 Ⅹ 80 Ⅰ   

研究関係経た 
主点 4 分野 

割合 

プレ ] 期 63El.382 億円 29.@ 
( 平成 3-7 年度 ) 

Ⅰ 

「 期 8988.09l 億円 37.6% 
( 平成 8-l2 年度 ) 

・Ⅰ 

2 期 5 兆 7.730 位 円 4l.9% 

( 平成 l3@  l5 年度 ) 

6. 競争的資金 

競争的資金の 拡充は 、 1 期から重視されてきた 事項であ る。 2 期ではさらに、 「 2 期計画中に競争的資金の 倍増」 

という目標を 掲げた。 

競争的資金の 予算額の推移をみると   1 期計画以双から 既にいくつかの 競争的資金制度が 創設されているが、 

1 期の平成 8 ～ 12 年度に急増し、 プレ 1 期末の平成 7 年度から 1 期末の平成 12 年度までに 2.4 倍に増加した。 こ 

れは「特殊法人等による 新たな基礎研究推進制度」のような 新たな競争的資金制度の 創設によるところが 大きい。 

2 期においても、 いくつかの競争的資金の 制度は創設されてはいるが、 総額の伸 びは 緩やかであ る。 1 期末の平 

成工 2 年度から 2 期の中間であ る平成 15 年度までで 1.2 倍であ る。 2 期期間中に競争的資金の 倍増という目標に 

関しては、 これは平成 17 年度に競争的資金の 総額を約 6,000 億円にすることを 意味するものであ り、 倍増は厳し 
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図 5  競争的資金の 予算額の推移 
    

              2   期期間における   目楳億                       

「 期 期間中に創設されたその 

特殊法人等を 活用した基礎研 
究 推進制度によるもの 

地球 珠境 研究総合推進費 

厚生労働科学研究費補助金 

いという状況になっている。 

競争的資金制度 ( 科学研究費補助金を 除 

く ) についてみてみると、 重点 4 分野に対 

応する研究分野の 割合が全体の 9 割と大 

部分を占める。 一方、 研究開発の重点化と 

は関係なく、 研究者の自由な 発想に基づく 

研究を対象とし、 あ らゆる分野での 研究を 

発展させることを 目的としている 科学研 

究費補助金の 分野割合についてみてみる 

と、 重点化が行われている 2 期においても 

比率は変わらず、 多様な分野に 対して配分 

がなされていることがわかる。 

図 6 競争的資金と 重点分野 

[ 競争的資金 ( 科学研究費補助金以覚 ) の分野別割合 ] [ 科学研究費補助金の 分野別割合 ] 回 回 
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7. まとめ 

基本計画の主 
要施策に関する 
予算を整理すれ 
ば、 下表のよう 
になる。 
表 中の ( ) 内で 
示した年度平均 
でみれば、 いず 
れもプレ 1 期、 
1 期、 2 期へと 
進むにしたがっ 
て予算は増えて 
いる。 

本研究では、 
科学技術関係 経 

表 2 科学技術基本計画における 主要政策項目に 関連する予算の 推移 ( 納は年度平均 

費の性格別分類や 分野分類方法を 提案したことで、 基本計画の主要施策における 予算分析に寄与できた。 
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2) 科学技術政策研究所「第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画期間中の 政府研究開発投資の 内容分析 平成 15 年 
度 調査報告」、 NISTEPREPORTNo.75 、 平成 16 年 5 月 
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